
























































































































1  米国 USTR（通商代表部）から竹下大蔵大臣に市場開放と専売改革法案に対する要求
を記した書簡が送られ、返書を代筆した。課長の指示により、正文は日本語で英文は参考
ということを明記した。せめてもの意地というところか。
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イ．たばこ事業法
　今回改革法案の中心となるもので、理念としては耕作・製造・販売に至る過
程の自由化がある。しかし実際は、新会社はたばこ製造事業を独占し、政治的
に大きな問題であったたばこ耕作者との契約は、独占契約とならないよう葉た
ばこ審議会をチェック機関として介在させたものの、従来どおり全量買取制が
維持された。
　日本の紙巻たばこの原価率は国際的に見て高い（国産葉たばこの原料が割
高）2が、耕作者への激変も考慮し、製造独占を維持するとともに、定価を大蔵
大臣の認可に係らしめた。
　小売販売は指定制から原則自由となったが、激変緩和の観点から当分の間は
許可制が設けられ、既存小売店はみなし許可として継続、許可基準には従来の
距離基準、売上高基準等が維持された。
　このようにみると、たばこ事業は従来と代わりがなく、新会社の経営形態が
変わっただけのように見える。制度改正後もPhilip Morris　R・J・Reynolds
などの米国たばこ会社は大蔵省に対する攻勢を続け、国内販売シェアが一定数
値に届くまで止めなかった。新会社となった日本たばこ産業株式会社は、健康
ドリンク、冷凍食品等に事業拡大を図っていく3。
ロ．塩専売法
　塩専売事業の在り方については昭和57年７月30日の臨調第三次答申におい
て、「国内製塩業の自立体制の確立を促進しつつ、専売制度を廃止するとの方
針の下に、具体的な施策の検討を推進する」との趣旨が明らかにされている。
2  本務では専売公社のたばこ定価認可の業務をしていたが、原価率が高くて品質的にも誇
れるのがピースだと言われた記憶がある。フランスではゴロワーズ（ゴール人の意味で兜
が水色のパッケージに描かれている）という両切り煙草があり労働階級のたばこと言われ
るが、ソフトパッケージで雰囲気も濃厚な味もピースに似ていると感じた。ちなみにジタ
ンは高級で知的階級のたばこというイメージと言われていた。
3  たばこ事業が嫌煙権の拡大により厳しくなる中で業態拡大・変化を目指すのと合わせ、
国税庁所管の酒も厳しい環境の中で、研究の基盤を担ってきた東京滝野川の醸造試験所を
広島県に酒類総合研究所として再生させ、広くバイオ研究へと業務拡大していく。
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塩専売制度は、明治38年に財政収入の確保と国内塩産業の保護育成を目的とし
て創設されたが（たばこと同様に財政専売）、その後も経済情勢等の変化によ
り、大正８年からは塩の需給及び価格の安定という国民生活の観点からの公益
専売目的に転換した。事業形態は、かつて行われた塩田製塩は過去のものとな
り（昨今は伝統復活の兆しがあるが）4、イオン交換膜（海水濃縮法）により純
粋なNaclを人工的に生成する方法によっており外形は化学工場のようである。
　たばこ事業と違い、塩事業は新会社となっても公益専売として存続すること
が決定されたことから、塩専売法はそのまま改正しなくてもいいようなもので
あるが、制定が古い法律であること、新会社が経営主体となるからには規定の
見直しが必要となることから、事業内容が同じであるに拘わらず改正すること
になった。
　一番の問題は株式会社の中に公益専売という異質の事業を嵌め込むことであ
る。言い換えれば株式会社の中に専売公社の一部を嵌め込むことになる。これ
は条文の技術的問題以前に商法（株式会社法）上の問題があると内閣法制局長
官から指摘されることになる。たばこ事業と塩事業を経理上区分し壁を高くす
れば株式会社としての成立要件に疑いが生じ、壁を低くすれば塩事業の公益性
の確保が危うくなるというジレンマである。この問題は、「確かに世の中に存
在しない組織形態であるが、誰も困らないのであればあってもよいのではない
か」という著名行政法学者の意見により前に進むこととなった。法解釈は色々
あっても最後は常識が決めるということであろうか。
　ここからが立案作業であるが、公益専売としての塩事業を株式会社である経
営形態に適合させるための工夫が必要となる。先ほどの経理区分もそうである
が、同じ組織内でありながらたばこ事業とは別組織のような仕組みが必要にな
る。その象徴ともいえるのが、「塩専売価格安定準備金」の創設である。塩事業
4  NHK朝ドラ「まんぷく」で描かれた塩事業のような製法である。塩は海水から製造す
るのが日本では一般的であるが、海外ではメキシコのように山から岩塩を掘出して製塩す
る方法もある。
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により得られた利益は全て塩専売価格安定準備金に積立て、配当として処分す
ることを禁止することにより塩専売事業が営利を目的として運営されることの
ないように措置している。これは大蔵省主税局の指示により条文化したもので、
趣旨は理解できるものの、法案の期限が迫る中で漠然とした要望を制度にする
条文化作業が必要となり、真の敵は身内・大蔵省にいると身内で話し合ったと
ころである。
　基本的には制度維持なのだが、古い条文であり塩田製塩の名残が条文に残っ
ている。例えば「かん水（濃縮された海水）」の売買を想定した条文、塩の純
度を鑑定する条文などを削除する規定整備があり、改正箇所がほぼ全条に及ぶ
ことから、一部改正ではなく全部改正の形式を採ることとされた。
２．証券取引法改正法案
［昭和61年７月から63年７月出向　大蔵省証券局企業財務課課長補佐（企業審
査担当）］
（１）改正の背景
　証券取引法で規定するディスクロージャー「企業内容等開示」は、株式等を
発行する企業が財務内容を有価証券届出書ないし有価証券報告書により公表す
ることにより、投資家が正しい判断を行うことができる制度である。虚偽の報
告（粉飾決算など）をすれば罰則で処罰され、正しい情報が提供されれば投資
家の自己責任になる。企業側からは市場の時宜を失しない迅速な発行が要請さ
れ、投資家の側からは正しい情報が求められる。
　資本市場の活性化の流れの中で、昭和62年12月の証取審報告書「社債発行市
場の在り方」（第３部）におけるディスクロージャー制度改善についての具体
的な提言を受け、「発行開示手続の方でその簡素化を進めていく一方、企業情
報については基本的に継続開示に移して（投資者への提供を図って）いく」と
の考え方の下に見直しが行われた。
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　改正前のディスクロージャー制度＝企業内容等開示制度（以下「企業内等開
示制度」という）の仕組みは投資家の判断材料としての企業情報（主として財
務情報）を十分な期間与えることに重点が置かれている。具体的には、社債発
行時に有価証券届出書により募集要項を示すとともに企業情報を公衆縦覧でき
る形で置くことが求められ、その効力は30日経過して生じる。また有価証券届
出書を提出して社債発行した会社及び上場会社は有価証券報告書を提出する義
務が生じる。これらの書類を証券局企業財務課で審査する体制となっており、
問題があるときは会社の経理担当（通常は経理部長）、監査法人から事情聴取
することもある。ただ事前に問題点を明らかにし粉飾等の違法処理を追及する
まで行くことは、山陽特殊製鋼、リッカーの例を引くまでもなく困難である。
　この企業内等開示制度の問題点は、社債の機動的発行に効力発生期間が障害
となることである。そこで、投資家の企業情報判断を損なわない形で社債発行
のあり方が検討された。
（２）改正内容
イ．第一段階（省令改正）
　第一段階は、省令改正による効力発生期間の短縮である。この後に有価証券
届出書と有価証券報告書の体系を大きく変える法改正が控えているが、その前
に省令改正でもできるところから進めたいとの思いから、省令改正でもできる
有価証券届出書の効力発生期間の短縮が行われた。この措置により、30日の効
力発生期間が15日に短縮された。
　昭和62年４月の省令改正では、「組込方式の導入」と「効力発生期間の導入」
が行われた。前者は有価証券届出書の提出に当たり、募集要項以外は直近の有
価証券報告書の企業情報部分の写しを添付することで足りるとするものであ
り、書類作成の簡素化に資する。後者は有価証券届出書にハイライト（「事業
内容の概要及び主要な経営指標等の推移」を的確かつ簡明に説明した資料）を
綴じ込んだ場合には30日の効力発生期間を15日に短縮する措置が採られた。こ
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れは企業情報が投資家に的確に伝われば熟慮期間も短縮して差し支えないとの
考えによる。このハイライトとしてどのようなものを作成すればよいのか企業
には戸惑いがあり、色刷りの各年変化が分かるグラフをひとつの例として示し
たところ、これに倣うものが続いた。これまでは企業情報の質・量が問われて
きたが、その情報が公衆に（将来投資家になる者も含めて）広範に提供・周知
されたかとの観点から情報の示し方が意味を持つようになったのである5。
ロ．第二段階（法律改正）
　第二段階は昭和63年法改正による抜本的な企業内等開示制度の改正である。
社債発行時の発行開示＝有価証券届出書での企業内容開示を主とする考え方か
ら、常時公開される継続開示＝有価証券報告書での企業内容開示を主とする考
え方に転換した。有価証券報告書で常時企業情報を公衆に周知し、社債発行に
当たっては有価証券報告書の企業情報を活用することとする。このことにより
社債発行時に改めて書類作成する必要がなくなる。具体的には、前年に導入し
た「組込方式」と併せ、直近の有価証券報告書を参照すべき旨を記載するだけ
で有価証券届出書と看做せる「参照方式」、あらかじめ予定した期間内の発行
予定を登録すれば有価証券届出書の提出が不要となる「発行登録制度」が導入
された。社債発行時の有価証券届出書は、①従来からの有価証券届出書のほか
簡易な方式として、②組込方式、③参照方式、④発行登録のいずれかを発行会
社の実績・要件により選択できることとなった6。
（３）証券取引法の精神
　証券取引法の目的は有価証券の売買に際して、投資家の自己責任による判断
に対する的確な企業情報を与えることにある。投資家の保護が主たる目的であ
5  大蔵省証券局企業財務課開示制度研究会（中島富雄、前川浩造、上田善久、藤田厚生、
権田和雄ほか）『改正ディスクロージャー制度の解説』（商事法務研究会、1987）62年省令改正
6  井坂武彦編（上田善久、柳隆次、権田和雄、山川博樹）『改正証取法ディスクロージャー
Q&A』（資本市場研究会、1988）63年法改正
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るが、そのような投資家に対して社債発行の募集をする企業活動を支援する側
面もある。また、インサイダー取引、相場操縦など不公正な方法での有価証券
売買を取締り、証券市場を公正なものに維持する役割も果たしている。
３．国有財産法関連法案
［平成３年７月から５年７月出向　大蔵省理財局国有財産総括課法規担当課長
補佐］
（１）大蔵省理財局の所管業務と法案
　理財局は財政投融資等の旧理財局（資金関係）と旧国有財産局が合体した部
局で全体を理財局長が統括するが、国有財産業務については理財局次長（国有
財産担当）が通常では局長の役割を果たす分担になっており、旧理財局と旧国
有財産局の棲み分けができている。
　国有財産業務は国有財産法（昭和27年法律第73号）に基づいて行われる。国
有財産とは国が所有する土地・株式等の資産で、国の財政では、フローとして
の財政収支（税収等の収入と社会保障費等の支出）に対しストックとしての資
産に相当する。そのような資産の取得、維持、保存及び運用（管理）を規定す
るのが国有財産法である（第１条）。従って、国有財産をいかに有利に管理・
処分するかの基準となる（第９条の５）。在職当時と規定の変更はあるが、基
本は変わっていない。
（２）法令改正等の内容
イ．予算決算政令の改正（一般競争入札の例外として提案競技方式導入）
　平成３年当時はバブルの影響が残っていたが、防衛庁の桧町（六本木）跡地
の売却が懸案となっていた。広大な都心の土地であり売却価額は膨大なものと
なる。そのこと自体は国の財政にとって良いことなのだが、地価に影響がある。
当時は国土庁が地価監視区域を設けて地価高騰を警戒する状況にあったことか
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ら問題となった7。
　そこで当該土地を、地価に影響を与えないで売却する方法を検討することに
なった。財政の観点からは一般競争入札が最も価格的には優位であるが、この
方法だと周辺の地価に影響を与え不当な地価上昇を招く恐れがある。この状況
を回避するために、政令8を改正して一般競争入札の例外としての随意契約を
設ける案を考えた。
　提案競技方式（コンペ方式ともいう）は地方自治体では広く活用されている
手法で、土地の有効活用の方法についてアイデアを募集し、具体的な開発プラ
ンや事業計画を競わせて優れた提案を行った者に売却するものである。上記の
経緯から、当初は専ら地価対策を念頭に置いたスキームを考えていたが、地価
鎮静化の兆しも見え始めたことから、恒久的な制度として仕組むため有効利用・
活用を中心に構成することとなった。本来なら会計法の改正に依るべきとも考
えられるが、主計局も受け入れにくいとの判断から、予算決算及び会計令（以
下「予決令」という）の改正により随意契約の一形態として規定することとした。
【当初政令案】
　国有地の有効活用を図るため、事業計画等について公募し、応募提案のうち
提案競技の目的に最も合致していると認められる提案者に対し、土地をあらか
じめ公示した予定価格をもって売り払いもしくは貸し付け、または信託すると
き9
7  昭和62年10月より地価高騰地域における一般競争入札は見合わされていた。
8  「予算決算及び会計令」（昭和22年勅令165号）で、国の会計処理の基準を定める会計法
の委任政令となる。価格優位性から一般競争入札を原則とするが、特別な場合には随意契
約の例外を認めている（令29条の３第５項）。
9  平成２年の国有財産中央審議会答申においても、特に都市部の未利用国有地については、
重点的かつ計画的な活用に努めること、さらには限られた国有地を地価対策に配慮しつつ有
効に利用していくとの見地から、管理処分方式の多様化（用途指定付入札、提案競技方式等）
を図ることが提言されている。ただし、答申案作成の過程で主計局法規課と調整がなされた
形跡はなく、答申後においても理財局部内でスキームの具体化が検討された形跡もない。
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　この政令案に対する主計局法規課の反応は次の理由を挙げ、極めて厳しいも
のであった。
・地価は沈静しつつあり、一般競争入札ができるまで処分を待てばよい。
・ 会計法は一般競争入札が原則であり随意契約は例外的である（現行規定にも
問題がある）。
・ 政令で定める随意契約は実質的な根拠に基づくもので、提案競技という手法
は想定外。
・提案競技は色々な意味で特殊であり、法律改正が必要と思われる。
・ 国が所有権を失う土地の利用に関与する権限があるか、そもそも適正な土地
の利用について決定する権限・能力があるのか。
　これを受けて、内閣法制局参事官（第一部法解釈担当：第三部が大蔵法案立
法担当）の感触も聞いたところ、「提案競技という手法を随意契約として政令
で規定することは困難。有効利用という内容で規定するとしても抽象的であり
随意契約の根拠としては不十分。しかし、地価問題を前面に出せば臨時特例政
令での規定は可能ではないか」との示唆を得た。そこで、政令案を次のように
改正した。
【修正政令案】
　一般競争に付することとすれば適正な地価の形成に悪影響を与えるおそれが
ある地域に所在する公共用、公用又は公益事業の用に供されることが見込まれ
ない未利用国有地について、当該土地の所在する地域における自然的、社会的、
経済的及び文化的諸条件に応じ、必要となる都市空間を確保しつつ、公益的な
利用を含めた一体的な有効利用を図るため、当該土地の利用に関する計画を公
募し、最も優れた計画を提出した者に対して、当該計画に沿った利用を条件と
して売り払い若しくは貸し付け、又は信託するとき
※前半で地価対策、後半で有効利用を要件として規定している。
― 14 ―
九州国際大学法学論集　第24巻　第３号（2018年）
　この後も主計局との折衝は続き（当方は政令での規定を主張し、主計局は法
律事項だとする）、最後は内閣法制局の現職幹部で構成される参与会に本件を
持ち込み、意見を聞くこととなった。その結果、①提案競技方式を随意契約と
して政令で規定することは可能、②街づくりという政策目的を明確にすべき、
③地価対策は、街づくりという政策目的があれば触れなくてもよい、④提案競
技方式によることは政令に明記すべき、との意見を得たので再修正案を主計局
に持ち込んだ。
【再修正政令案】
土地を、当該土地の所在する地域における自然的、社会的、経済的及び文化
的諸条件に応じた適切な利用を図り、有効利用を図るため、当該土地の利用に
関する計画を公募し、良好な都市環境の形成に寄与するため、（予定価格をあ
らかじめ公示の上）当該土地の利用に関する計画を公募し、公正な方法による
選考を経て優れた計画を提出した者に対して、当該計画に沿った利用を条件と
して売り払い若しくは貸し付け、又は信託するとき
※地価対策を外し、有効利用と提案競技という手法を規定している。
　これに対して主計局は、「そもそも「街づくり」を国の権限として行えるのか」
という問題意識に立って、一般競争入札（必要に応じ用途指定付競争入札）を
原則としつつ、場合により「街づくり」のための公用・公共用・公益事業用随
意契約について地方公共団体を介して行うべき（提案競技方式によるときは地
方公共団体が実施）との考えを示した。
　法制局の意見も無視するような主計局のスタンスを見る限り、法律の改正か
政令の改正かに関係なく、提案競技方式そのものに強い拒否反応を示している
としか考えられないのである。地価の沈静化が見られるというのも事実であ
り、互いに今後も検討を続けるとの覚書を交わし、主計局との度重なる折衝は
終わりを迎えた。推測するに、主計局の考えとしては、一般競争入札の原則に
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拘ったことも確かにあるが、「街づくり」という判断を契約担当官に任せるこ
とが過重な負担となると考えたことが大きかったのではないだろうか。
　本件は法改正ではなく政令改正の例であり、成案に至らなかったものである。
法改正に較べて早期・簡易な方法で対応できることから法改正の代替手段とし
て使われることもある。ただ本件で見たように、特に新たな概念を持ち込む場
合には政令といえども立法目的、所管権限にも審査は及ぶ。法改正作業の過程
では、法スキームを確定した後は各省折衝（主に各省の所管・権益との調整）
で実質的調整を経たものを内閣法制局に持ち込み法令審査を受けることになる。
この場合でも大蔵省所管法律の場合は、主計局法規課の審査は必ず受けなけれ
ばならない。いわば大蔵省の中の内閣法制局のような役割を果たしている。今
回主計局が政令改正にもかかわらず法改正と同じくらい拘ったのは予決令とい
う自ら所管する契約関係の規定であったからと考えられる。なお、国有財産総
括課法規係は国有財産関係各課の法律問題の取りまとめと各省庁の国有財産に
関する法令審査を受ける唯一の担当部署である。主計局法規化も国有財産法令
に関する協議は担当課（原案作成課）ではなく国有財産総括課法規係からしか
受けない。
　今回の改正は大蔵省所管普通財産（防衛庁六本木庁舎跡地）の処分を巡り周
辺地域への地価高騰を防ぐ目的があったものである。
地価は次第に鎮静化し、後記の事例ではバブル崩壊の地価下落により課税の
問題が生じた例であり、本件とともに経済情勢の急激な変化が法制度の変更を
求めたものである。
ロ．物納通達の制定
【背景】
土地価格がバブル崩壊で逆転下落し、相続税評価の基準となる財産評価額
（時価より低く設定）と時価の逆転から時価を超える課税が生じ納税が困難と
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なったことから、相続税法に規定がある物納の制度を活用する検討を行ったも
のである。
国有財産第二課に発足した物納プロジェクトに併任発令され、駐車場物納の
通達を制定することとなった。当時相続税の評価額逆転現象については社会問
題化しており、都心の一等地に長く住む者が相続税を払えなくて心中したと
いった話が国会で取り上げられたりもしたようである。
【大蔵省内の体制】
　物納問題は相続税の問題であると同時に国有財産の管理の問題でもある。相
続税の納付として不動産、株式等の物を認めているのは、相続税が相続財産を
課税標準として課税されるものであり、金額が大きく換金が難しいところにあ
る（同様の理由から延納制度がある）。物納不動産は所有不動産の全てが対象
として認められるわけではなく、「管理処分不適当」と認められるものは納付
できない。これは、納付した不動産、非上場株式等が理財局国有財産部局に引
継がれ、国有財産として管理処分の対象財産となることによる。このように物
納財産については国税当局と国有財産部局は表裏一体の関係になる。
　相続税の逆転評価が問題となり、これまで制度はあっても活用されてこな
かった物納が注目されるに当たり、物納もまた社会問題化されることになる。
具体的な事例として挙げられたのは、マンション物納と駐車場物納である。い
ずれも管理には専門的知識・技能が必要となる（駐車場には立体駐車場もあ
る）。NHKニュースで駐車場物納の問題が取上げられ、「舗装部分を撤去して
更地の状態にすれば物納可能となると言われたが、おかしいのではないか」な
ど課税の局面だけを見ていたのでは理解できない事象が多発するようになっ
た。国税当局にはすでに物納問題対策チームが発足していたが、理財局国有財
産第二課にも特別チームが発足し、私もその中に併任という形で（本務は国有
財産総括課法規担当補佐のまま）組み入れられた。国税の物納問題対策チーム
と理財局の物納問題対策チームは共同して課題に取り組むことになり、互いの
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ノウハウを開示し議論しながら物納通達制定に向けて進むことになる。
【物納通達（駐車場物納）】
　駐車場物納については、駐車場を契約形式から３形態に区分して取扱を検討
した。絶対的な基準でないことは承知しつつ「専用駐車場、月極駐車場、時間
貸駐車場」に区分して対応する管理・処分方式を規定し、平成５年６月25日・
簡易文書国二第８号「物納申請財産のうち現況が駐車場である土地等の取扱い
について」を発遣した。この内容を受ける形で国税庁は、平成５年９月20日・
事務連絡「物納申請財産のうち現況が駐車場である土地等の取扱いについて」
を全国の国税局に発遣・指示した10。時間的な差異があるのは、申請様式を作
成する等のためである。
４．石油公団の廃止
［平成13年７月から16年７月出向］
「石油公団法及び金属鉱業事業団法の廃止等に関する法律」（平成14.7.26法律
第93号）により、平成16年２月29日、石油公団の業務は独立行政法人石油天然
ガス・金属鉱物資源機構に継承された。
本件では法案作成の立場にはなかったが、公団廃止に直接携わる現場の側か
ら、法案作成と関わる部分もあると思うので振り返ってみる。国税庁から資金
部長として出向する直前に見ていたNHKテレビで、「石油公団の財務体制は
信用できない」との自民党・堀之内幹事長の発言があり、政府として石油公団
廃止が正式決定され、出向した石油公団においては組織改変、資産整理に関わ
ることになった。
10 ７月10日大蔵省・国税庁異動日ぎりぎりの完成であったが、思考が進まないというより、
気持ちの踏ん切りがつかないため期間が経過したという感じであった。新しいものを生む
のは不安ではあるが、誰も文句の付けようがない訳で、決断あるのみである。周囲からの
期待はプレッシャーもあるが、物納利用者も含めて感謝されるのは励みになる。
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（１）業務の概要
公団廃止法案作成は所管官庁の通産省（現経産省）が行うが、現場から制度
改正・組織改革を経験することができた。公団廃止に向けてのプロセスの前に
石油公団の業務、位置付けを説明しておく。
石油公団は「石油公団法」に基づき、海外で石油発掘をしている日本企業11
に出資、融資、債務保証の形で財政支援を行う法人である。世界各国で同様
の目的から政府関与の法人が存在する。石油公団は海外ではJNOC（JAPAN 
NATIONAL OIL COMPANY）と称し、国策企業である性質が信用の証とも
なっている。運営原資は財政支援して成功した石油開発会社からの配当等で
成り立ち、出向当時で資金部として運用する資金が700億円ありさらに積み上
がっていく。「母屋でおかゆをすすり離れですき焼きを食らう」と言われた特
別会計の典型法人として目の敵にされたのかもしれない。
職員は数百人規模の組織であるが、財務省（資金部長は国税庁、経理部は主
計局から）、銀行（興業銀行、東京銀行、日本輸出入銀行などの政策銀行から）
から恒常的に出向者が送られ、資金、経理面、出資法人の増減資起案は彼ら出
向者がコントロールしていた。経産省からは総務部長、総務課長に出向があり
通産省の意向を受けて業務を行っていた。経産省のコントロール下にある組織
であり公団独自の判断はほぼなかったように思われる。
公団が出資、融資する石油開発会社は数百にのぼり、主要なものは商社系の
子会社である。三井物産では三井石油開発会社があり取締クラスのものが出向
として社長になるが他の商社でも同様である。石油公団法では石油採掘が失敗
したときでも融資したものを公団の決議により免除される規定があり、リスク
11 中東地域のみならず、北海、カスピ海、中南米など石油採掘は世界各国にわたる。経
済機能はロンドンに集中しており、BTCパイプライン（アゼルバイジャンの首都バクー、
グルジアのトリビシ、トルコのセイハンを結ぶ基幹的輸送手段）という世界的な大型プロ
ジェクトの契約はロンドンの弁護士事務所で行われた。私は石油公団総裁代理として調印
を行ったが、翌日はアゼルバイジャン大統領主催の晩餐会があり、BP英国石油社長が用
意したチャータージェットで関係者を招待する誘いを受けたが、公団廃止で後継法人問題
があったので断った（晩餐会での挨拶なども想定されたから）。
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を感じないで済むようになっている。これは大蔵省のような財政第一主義では
理解できないことであるが、日本のエネルギー政策上石油の確保が最優先され
ることの現れである。ただし、このような見方によっては放漫な財政運営が公
団廃止に繋がることになったとも言える。
支援事業（出資、融資、債務保証）の標準的な流れは、石油開発会社から案
件が持ち込まれると経済分析を行う部署で採算性を分析する。石油産出の収益
と生産コストを比較して長期的な採算分岐点を求める。開発地域にも依るが、
中東依存から離れる国策もありカスピ海等の深海掘削だと海底直下３千メート
ルまでパイプを通して行うため膨大な費用がかかりリスクも高い。こうして公
団役員会で承認を得た案件は資金部が資金を融通する。百を超える石油開発会
社が存続したが、商社系を中心に継続的に活動する会社は少なく清算ないし清
算待ちの会社が大半といっても過言ではない状況であった。１プロジェクト１
カンパニーという石油開発のためだけに設立され事業の終了（多くは失敗）と
ともに清算結了する運命にある。公団存続中にIPOで上場した国際石油開発
株式会社(現在は合併して国際石油開発帝石株式会社）は極めて珍しい優良企
業である。
（２）公団廃止に向けての動き
　公団を廃止する法律では①公団廃止（金属事業団との統合、独立行政法人へ
の改組）、②公団業務の縮小（新規開発業務の停止、資産売却）が方針として
示された。
　公団内部においてはこの趣旨を受け、組織的には人員の縮小（出資法人への
出向、部長職の統合・縮小）と事務室の縮小が行われた。部長職は総務部長と
その他のすべての部長を統合する業務部長の二人となった。資金部長は業務部
長に統合され、私は出向を１年延長するとともに業務部長となった。
　対外的には後継法人がどうなるかが関心事項となった。仮に後継法人が財産
譲渡の利益を目的とするファンドである場合、今までの公団法に守られた支援
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を継続しないのではないかという不安である12。
Ⅲ　法案作成の過程
１．全体像
法案作成の出発点は、政府の方針から始まる。各省が自立的に動くことは普
通考えられない。①専売改革法案では三公社民営化という政府の方針と米国た
ばこ会社を支援する米国USTRの外圧から民営化が実現し、②証券取引法改
正では資本市場の活性化という政府の方針があり社債公募手続の簡素化・迅速
化が求められ、③理財局国有財産売却ないし受入の対応では地価の急激な変動
に新たな対応が必要となった背景がある。
　これらの政府方針は答申、報告等の形で予め公表され、その中で法案の必要
性に触れていることが多い（③の地価変動による国有財産管理・処分の対応は
想定外のもので例外である）。従って、法案作成までには一定期間の猶予がある。
ただし、私が出向した時は全ての場合において法案作成が待ったなしの状態に
あり直ちに作業に取り掛かることとなった。公務員の人事異動の宿命である。
法案作成の出発点は法案の説明のために概要・ポイントを示したスキーム作
成から始まる。これを基に内閣法制局、各省折衝等で説明を行う。順を追うと、
「内閣法制局説明・審査」「各省折衝」「法務省刑事局説明・審査」「国会対応（法
案レク、質問取り、国会審議）」の順になる（重なり合うものもある）。
２．法案スキーム
スキームは図解で法案の特色を一目で分かるように考えて作成される（ポン
12 経済機能はロンドンに集中しており、BTCパイプライン（アゼルバイジャンの首都バ
クー、グルジアのトリビシ、トルコのセイハンを結ぶ基幹的輸送手段）という世界的な大
型プロジェクトの契約はロンドンの弁護士事務所で行われた。私は石油公団総裁代理とし
て調印を行ったが、翌日はアゼルバイジャン大統領主催の晩餐会があり、BP英国石油社長
が用意したチャータージェットで関係者を招待する誘いを受けたが、公団廃止で後継法人
問題があったので断った（日本企業も来ていて、晩餐会での挨拶・質問も想定されたから）。
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チ絵とも言われる）が、当時作成したものが残っていないのでイメージを再現
する。
【専売公社改革法案】スキーム１
・ 塩事業がたばこ事業を行う株式会社の中に公益事業のまま埋め込まれる（塩
事業カプセル論）。
【証券取引法改正法案】スキーム２
・ 社債等の発行で投資家に縦覧する企業内容等開示書類が発行時の開示から継
続的な開示になる。
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３．各省折衝
　各省折衝は最終的に事務次官会議（閣議了解の前段階）に付議するための調
整である。ここでどこかの省庁が異議を唱えれば法案はストップする。ただ実
際には各省折衝と言えども形式的なもので、真に調整が必要なものがあれば、
個別に調整を行う。方法は法案を各省庁の窓口に投げ込む（その場では説明し
ない）事から始まり、全省庁（調整が想定されない宮内庁なども含む）に配布
する。その後先方からの連絡を待つことになる。
　各省所管の法律は他省庁の権限・権益と絡むことがある。例えば専売改革法
はたばこ事業を民営化したが、塩事業は公益専売で存続することとなった。塩
専売法では塩の原材料調達から輸送、製造に至るまで各省庁に亘る非課税の特
例措置が規定されていた。これらについて、経営主体の民営化後も同様の措置
が取られるよう要望があり検討を行うことになる。
　塩専売法のような例は少ないが、特定の省庁との関係（輸送に係る非課税特
例なら管轄する運輸省）が規定されていなくても、通産省（現経産省）は産業・
企業を所管すると言う名目で全ての法案に介入してくる唯一の省庁である。各
省折衝は法律及び政令（法律の委任を受け制定されるので法律の一環として）
について行われ、その実効性は閣議に提出する事務次官会議の署名で担保され
る。ここで全省庁の了解が取れなければ法案は先に進まない。証券取引法の改
正の時は、「省令まで見せなければ事務次官会議で次官に署名させない」と通
産省法令担当者13が言ったが省令は協議・調整事項ではなく、当方は「どうぞ
勝手にしてください」と言って何事もなく終わったことがある。
４．内閣法制局審査
政府提出法案はすべて内閣法制局の審査を経る必要がある。第一部から第三
部まであり、大蔵省案件は第三部が担当になる。法案作成作業の大半は内閣法
13 通産省は法令審査員という職責を設けている。ノウハウを蓄積・継承するとともに特に
優秀な者の登竜門となっているようである。
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制局で行われる。
　初回は課長が同席し挨拶を兼ねてスキームの説明で終わる。以後間隔を置い
て法案の骨子を説明し、徐々に間隔が狭まり、毎日夕方から深夜に及ぶ審査が
続くことになる。
スキームは法案のイメージを説明するためのもので、正式な審査は条文の形
にしたものを逐語的に検討して行う。条文は審査対象となる全文を示すが、一
日に１条しか進まないことも珍しくない。１条毎に、行政管理庁（現総務省）
の法令検索システムで条文案に類似する現存条文の言回しを探し、前例を探る
作業の繰返しである。
最後に規定するのは附則の規定である。政令に委任する法律の実施時期、現
に動いている業務が法施行前後でどう取扱うかと言う経過措置などを規定する
ものである。初めて法案作成担当になったときはどこまで書けばいいのかも分
からず、法制局参事官が部屋をぐるぐる回りながら書いていただいた記憶があ
る（徹夜状態で座ると眠る）。法令集を見るとおまけのように思えるが、条文
の中で一番難しい部分だと言われた意味が実感として分かった。
ひととおり条文審査をするのを一読と言い、これを最後まで繰り返す。終盤
に近付くと、何十読となり、一日のうちで条文修正が複数回行われることもあ
る。当時はパソコンのワードはなくワープロであったが、右肩に日付と時間を
記して最新版を区別した。「塩専売法」も「証券取引法」も、最後は深夜まで
法制局で確認を行ったあと一旦自宅に帰り、早朝６時に法制局に参集し再び確
認を行うことになった。条文確認作業が残っていることもあるが、疲労が溜
まった頭では見落としもあるからというのが理由だと思われる。内閣法制局が
入る第四合同庁舎から大蔵省へと下る坂は二回とも雪が積もって滑りやすく
なっていた。疲労のピークであるが、日切れ法案（３月末が期限となる法案）
が最終段階に来た安心を感じるときでもある。
一字間違っても責任問題となると言われる法案作業であるが、法制局参事官
のチェックと担当者での読み合わせに掛かっている。当時改正に当たり参考と
― 24 ―
九州国際大学法学論集　第24巻　第３号（2018年）
した法律では一字が誤っており（引用条項のズレ）、法令集の編集者が誤りで
ある旨の注記をしていたが、改正されるまで恥を晒す怖さがある。
ここで証券取引法の改正を例に取り、改正の技術的な点を見てみる。まず立
法に当たり留意すべき点として、「第一に、正確な法文を書くということであ
り、第二に、わかりやすい、やさしい法文を書くということ」と心構えが述べ
られている。
（林修三『法令作成の常識』（日本評論社、1978.4）３頁　以下『法令作成の常識』
という）
【章名】
章名は法律の一部でありどの法律でもあるが、今回の改正では部分改正であ
りながら章名を改正している。証券取引法上のディスクロージャー制度を規定
していることは同じであるが、改正前の章名は『有価証券の募集又は売出に関
する届出』となっており、発行開示である有価証券届出書が中心とは言え継続
開示である有価証券報告書の二本立てであることから、元から実態を正しく現
したものではなかった。そこに継続開示を原則とする体制に改正されたことか
ら、章名も実態を現すものとすることになった。いつ開示するかよりも何を開
示するかと言う観点からも、新しい章名の『企業内容等の開示』は、発行開示、
継続開示ともに包含し、開示すべきものは企業内容であることを示している。
なお、「等」とあるのは募集情報（発行株式数等）のことである。
　内閣法制局審査は章名にも及び、前例となる用語を諸法令から検索したが見
当たらなかった。新しい用語で、ディスクロージャー、企業内容等開示という
用語がイミダスのような辞典に載ったばかりであったが、他の方法もないこと
から「企業内容等の開示」と言う章名を採用することになった。あまり例のな
いことである。
― 25 ―
政府提出法案の作成過程
【適用要件（委任）】
　特例的・簡易な発行開示書類は適用できる者の要件が定められている。この
ように具体的な要件を定める場合には、５条３項で「次に掲げるすべての要件
を満たす者が前条１項の届出をしようとする場合において、１項の届出書に、
大蔵省令で定めるところにより、……を記載したときは、同号２号に掲げる事
項の記載をしたものとみなす。」とあり、要件の１号で「既に大蔵省令で定め
る期間継続して有価証券報告書を提出していること」２号で「当該者に係る１
号２号に掲げる事項に関する情報が既に公衆に広範に提供されているものとし
て、その者が既に発行した有価証券の有価証券市場における取引状況等に関し
大蔵省令で定める基準に該当すること」と定めている。
　法律の趣旨は、継続開示書類である有価証券報告書を参照して証券発行の募
集を行おうとする時は、真に投資家への企業内容等開示が行われたかを要件と
するものである。この適用要件は大蔵省令に委任されているが、これは法律で
は通常の方法である。
【準用（読替）規定】
　準用（読替）規定も法律では一般的に行われる手法である。改正証取法では
従来型の有価証券届出書に加えて、組込方式（有価証券報告書を物理的に組込
む）、参照方式（有価証券報告書を参照する旨の記述をする）、発行登録（最も
迅速・簡易な方式）の各種書類が定められたことから、従来型の有価証券届出
書に係る各規定を準用することで効率化する意味がある。以下に準用規定の中
でも特に長い例として証券取引法の準用規定を掲げる。
第23条の２　第５条第３項の規定の適用を受ける届出書若しくは当該届出書に
係る訂正届出書が提出され、又は当該届出書に係る目論見書が作成された場合
における第７条、第９条から第11条まで及び第17条から第23条までの規定の適
用については、第７条中「規定による届出書類」とあるのは「規定による届出
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書類（同条第３項の規定の適用を受ける届出書にあっては、当該届出書に係る
参照書類を含む。以下この条において同じ。）」と、第９条第１項中「届出書類」
とあるのは「届出書類（第５条第３項の規定の適用を受ける届出書又は当該届
出書に係る第７条の規定による訂正届出書にあっては、これらの届出書又は訂
正届出書に係る参照書類を含む）」と、第10条第１項中「有価証券届出書」と
あるのは「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を受ける届出書又は当
該届出書に係る第７条、前条第１項若しくはこの項の規定による訂正届出書に
あっては、これらの届出書又は訂正届出書に係る参照書類を含む。）」同条第３
項中「訂正届出書（第５条第３項の規定の適用を受ける訂正届出書にあっては、
当該訂正届出書に係る参照書類を含む。）」と、第11条第１項中「有価証券届出
書のうちに」とあるのは「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を受け
る届出書又は当該届出書に係る第７条、第９条第１項若しくは前条第１項の規
定による訂正届出書にあっては、有価証券届出書及び当該有価証券届出書に係
る参照書類）のうちに」と、同条２項中「訂正届出書」とあるのは「訂正届出
書（第５条第３項の規定の適用を受ける届出書に係る訂正届出書にあっては、
当該訂正届出書に係る参照書類を含む。）」と、第17条中「目論見書」とあるの
は「目論見書（第13条第２項ただし書きの規定の適用を受ける目論見書にあっ
ては、当該目論見書に係る参照書類を含む。）」と、第18条第１項中「有価証券
届出書のうちに」とあるのは「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を
受ける届出書又は当該届出書に係る第７条、第９条第１項若しくは第10条第１
項の規定による訂正届出書にあっては、有価証券届出書及び当該有価証券届出
書に係る参照書類）のうちに」と、同条２項中「目論見書のうちに」とあるの
は「目論見書（同条第２項ただし書きの規定の適用を受ける目論見書にあって
は、目論見書及び当該目論見書に係る参照書類）のうちに」と、第19条第２項
及び第20条前段中「有価証券届出書」とあるのは「有価証券届出書（第５条第
３項の規定の適用を受ける届出書又は当該届出書に係る第７条、第９条第１項
若しくは第10条第１項の規定による訂正届出書にあっては、これらの届出書又
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は訂正届出書に係る参照書類を含む。）」と「目論見書」とあるのは「目論見書（第
13条第２項ただし書きの規定の適用を受ける目論見書にあっては、目論見書及
び当該目論見書に係る参照書類）」と、第21条第１項中「有価証券届出書のう
ちに」とあるのは「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を受ける届出
書又は当該届出書に係る第７条、第９条第１項若しくは第10条第１項の規定に
よる訂正届出書にあっては、有価証券届出書又は当該有価証券届出書に係る参
照書類）のうちに」と、同条第３項中「目論見書のうちに」とあるのは「目論
見書（同条第２項ただし書きの規定の適用を受ける目論見書にあっては、目論
見書及び当該目論見書に係る参照書類）のうちに」第22条第１項中「有価証券
届出書のうちに」とあるのは「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を
受ける届出書又は当該届出書に係る第７条、第９条第１項若しくは第10条第１
項の規定による訂正届出書にあっては、有価証券届出書又は当該有価証券届出
書に係る参照書類）のうちに」と第23条第１項中「有価証券届出書」とあるの
は「有価証券届出書（第５条第３項の規定の適用を受ける届出書又は当該届出
書に係る第７条、第９条第１項若しくは第10条第１項の規定による訂正届出書
にあっては、これらの届出書又は訂正届出書に係る参照書類を含む。）」とする。
・読替には「法令中の他の規定で似たことを定めているものを準用して規定す
る」場合と「本来適用のあるべき規定を単に字句を読み替えて当て嵌める」場
合とがあるとする。前者は「ただし、同条中「…」とあるのは、「…」とする」
又は「この場合において、同条中「…」とあるのは、「…」と読み替えるもの
とする」とするのが定型句であり、後者は「…規定は、前項の場合に適用があ
るものとする。ただし、○○中「…」とあるのは「…」とする。」又は「○○
の場合における○○法の適用については、「…」とあるのは、「…」とする」と
するのが定型句とされる（『法令作成の常識』）。
　証券取引法の準用規定は、「第５条第３項の規定の適用を受ける届出書…が
提出され…た場合における第７条、…の規定の適用については、第７条中「…」
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とあるのは「…」と、…と、…と、…とする。」と規定されており、少し異な
る部分もあるが後者のパターンになると思われる。
・上記の準用規定は次のような規定方式になっている。「第５条第３項の規定
に適用を受ける届出書（参照方式の届出書）が提出され…た場合における第７
条、第９条から第11条まで…の規定の適用については、第７条中「○○」とあ
るのは「○○△△」と…とする。」のパターンを延々と繰り返すことになる。
　この条文から本来の条文を想起するのは至難のわざと思われる。条文を書く
本人でさえ準用条文を見て直ちに本来の完成された条文を想起できるように
なったのは条文審査が終盤に入った時である。なお、法制局審査の中で、「こ
れだけ長いのはあまりないから、異例ではあるけど対照表形式にすることも考
えられる」という発言もあったが（例もあるらしい）、最終的には従来型の準
用規定になった。
・上記の準用規定は第５条第３項を引いている。第５条は有価証券届出書の提
出を定めているが、第３項は標準的な方式、組込方式と格別された「参照方式」
と言われる簡易な方式のものである。本条は、参照方式によった場合に、届出
に関する諸規定を一定の手直しをした上で適用することを定めている。
・第７条を読み替えて条文に直すと、「第４条第１項の規定による届出の日以
降当該届出がその効力を生ずることになる日前において、第５条の規定による
届出書類（同条第３項の規定の適用を受ける届出書にあっては、当該届出書に
係る参照書類を含む。以下この条において同じ。）に記載すべき重要な事項の
変更その他公益又は投資者保護のため当該書類の内容を訂正する必要があるも
のとして大蔵省令で定める事情があるときは、届出者（会社の成立後は、その
会社。以下同じ。）は、訂正届出書」を大蔵大臣に提出しなかればならない。
これらの事由がない場合において、届出者が当該届出書類のうちに訂正を必要
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とするものがあると認めたときも、同様とする。」となる。準用の元となる第
７条の規定は次のとおりである14。
第７条　第４条第１項の規定による届け出の日以降当該届出がその高度専門職
業人力を生ずることとなる日前において、第５条の規定による届出書類に記載
すべき重要な事項の変更その他交易または投資者保護のため当該書類の内容を
訂正する必要があるものとして大蔵省令で定める事情があるときは、届出者
（会社の成立後は、その会社。以下同じ。）は、訂正届出書を大蔵大臣に提出し
なければならない。これらの事由がない場合において、届出者が当該届出書類
のうちに訂正を必要とするものがあると認めたときも同様とする。
【附則】
附則では、①施行期日に関する規定、②廃止法令に関する規定、③法令の各
規定の適用関係に関する規定、④経過措置に関する規定、⑤他の法令を改正す
る規定、⑥前記改正規定に伴う経過措置などを定めるのが通例である。（『法令
作成の常識』187頁）
【実施時期】
　実施時期は附則１条において、「この法律は、公布の日から起算して６月を
超えない範囲内において政令で定める日から施行する」と規定されている。こ
のような規定は他の法律でも同様に規定されている。
　本法は昭和63年５月31日に法律75号として成立・公布されたが、改正証券取
引法は証券先物市場の整備、内部者取引規制（インサイダー取引規制）など多
岐に亘ることから各部分によって実施時期は異なり、企業内容等開示に係る規
定は「証券取引法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」により10月
14 改正直後の条文については手元資料になかったので、田中誠二、堀口亘『コンメンター
ル証券取引法』（勁草書房、1990）を参考にした。
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１日と決められた。
【法令廃止】
附則第14条　証券取引法の一部を改正する法律（昭和46年法律第４号）の一部
を次のように改正する。
　附則中第４項を削り、第５項を４項とし、第６項から第11項までを１項ずつ
繰り上げ、第12項を削る。
附則４項（改正前）
　担保付者債券及び法令により優先弁済を受ける権利を保証されている社債券
（転換社債券及び新株引受権付社債券を除く。）の募集又は売出しは、新法第４
条第１項の規定にかかわらず、当分の間、同項の規定による届出をしないで、
することができる。
担保付普通社債について当分の間発行開示義務を免除するとしていた経過措
置（昭和46年改正法附則４項）を廃止したものである。①主として金融機関に
保有され、流通市場も整備されていないこと、②確定利付きかつ物的担保の裏
付があり、株式に比べて投資判断上ディスクロージャーの必要性が少ないこと
が理由とされたが、社債権者の個人割合が増大し、昭和52年の社債発行限度暫
定措置法で商法発行限度を超える場合は附則４項の社債であっても開示が必要
とされ理論的整合性が失われてきたことから廃止に至った。附則で規定された
ことは「当分の間」という文言と相俟って、暫定的な措置であったと言える。
改正前の５年間（昭和57年４月１日から昭和62年３月31日）で見ると、附則
４項の適用により発行開示を免除されたものは307件であり、電力会社が219件
ある。附則４項の廃止は電力会社に大きな影響があるとも言えるが、今回の改
正で発行開示は前年の省令改正で導入した組込方式のほか、参照方式、発行登
録など有価証券報告書による継続開示を活用し機動的・簡易に発行開示ができ
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るようになったことから実際には問題は生じないと考えられた15。
【全部改正・一部改正】
　法改正の形式として、全部改正と一部改正がある。証券取引法は通常の一部
改正の形式を採り、専売改革法案（「塩専売法」）は実態は公益専売のまま移行
するのに株式会社に民営化したたばこ事業と並存することもあり単なる一部改
正では終わらず、全部改正の形式を採ることになった。この他に、旧法令を廃
止して新たに新法令を制定する法形式もある。
　この基準については明確なものはなく、制度は維持して内容は全面的に変え
る場合は全部改正となり、制度そのものに同一性がない場合は廃止制定が採ら
れる事が多いという。塩専売法は公益専売の制度は残して民営化会社の中に組
み込むことの調整を行ったものであるから全部改正の形が採られたものと考え
られる。廃止制定の場合は、附則で「○○法（）昭和○○年法律○○号を廃止
する」との文言が入ることで全部改正との区別がつく。法令番号は廃止制定法
令も全部改正法令も新法のものになることは異ならない。
５．法務省刑事局審査
　経済法は罰則が規定されることが通例である。この場合には法務省刑事局
（参事官）の審査が求められる。各省折衝のひとつとも言えるが、単なる折衝
ではなくむしろ審査と言えるものであり、別名第二法制局とも言われ、時間的
にも、内閣法制局審査のように毎日ではないものの、それに近い濃密な審査が
行われる。
　法案に対する真剣度は内閣法制局に劣らず、参事官を囲んで10人程度の検事
が当方から提出した法案を１条毎、一字一句も飛ばさず声を揃えて声明のよう
15 私は法案担当の他、本来業務の有価証券届出書・有価証券報告書審査を統括する課長補
佐業務をしており併せて電力・ガス・航空・損保会社（優良会社と考えられ問題が少ない）
の担当も現場を知る意味で分担していたが、電力会社から法案作成の過程で附則廃止に係
る陳情のようなものはなかった。
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に読み上げているのを見た時は、自ら作成する条文の重さと彼らの真剣さを感
じた。
初めての法改正（塩専売法）の時は段取りが分からずスムーズに行かなかっ
たが、今回は法制局審査が深夜になろうと当日に法務省に赴き改正メモを置い
て（訪問時刻は明記）帰るようにした。かつて対応が遅いと叱られたことがあ
るからである。今回は全くそのようなことはなく（参事官の人物にもよる）、
ただあまりに頻繁に深夜の訪問があるので守衛からも問題にされたようで「も
う来なくていい」と開放されたのは計算どおりである。参事官はすべて検事で
優秀な人が配置されていて、事務次官、官房長、最高裁判事などになっている。
　証券取引法改正では私の担当するディスクロージャーのほかにインサイダー
取引規制があり、法務省刑事局の関心はインサイダーにあった。私の担当する
ディスクロージャーにも臨時報告書という制度があり項目の充実を検討してい
た。インサイダーの項目と臨時報告書の項目が重なる部分があり、法務省刑事
局はインサイダー担当の口が堅いことから、私から情報を聞きだそうとしたが
途中であきらめた。
　罰則規定は勿論、罰則に対応する本則規定も厳密な審査が行われる。内閣法
制局審査との違いは、内閣法制局審査が条文の整合性、形式を重視するのに対
し、法務省刑事局審査は罰則の適用が問題なく行われるかどうか機能面を重視
して行われる。刑罰の均衡も審査され古い法律の場合は現行法とのバランスを
考慮して規定する。
　改正前までは実際に罰則規定の適用はなかったと思うが、今は通常に適用が
行われており、証券取引法（現在は「金融商品取引法」）の罰則は活用されて
いると言える。
６．国会対応
【閣議決定】
法案は国会に上程される前に閣議決定に付される。これが行政機関（各省庁
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のトップとして）として独自に判断できる最後の仕事になる（国会審議での対
応は別として）。全閣僚が署名をするが印鑑ではなく、花押と言われる朱の鉛
筆で独自のサインを行うのが慣例となっている。
　この前に各省庁の次官会議があり、ここでの決定を踏まえて行われる。次官
会議の段階では、協議の段階で脅しのような見直し要求もあり一応はそれなり
に対応するが、次官会議まで反対されることはない。経験を重ねるに従って動
揺することもなくなる。やくざのような振舞いをしても、彼らも優秀な役人で
あり、理屈が通るかどうかは良く分かっているからである。
【法案提出】
　国会には、法案要綱（法案の概要）、法案、新旧対照表の三点セットが提出
される。国会審議はこれを基に行われる。これだけでは内容の理解はできない
ので担当者から議員への説明（レクという）が行われる。
【法案審議】
法案は最終的には国会に上程され衆議院、参議院の審議が行われる。議員に
法案内容を求めに応じて説明するのは通常のことであるが、議員が国会で質問
する内容を事前に把握する作業も重要である。国会で所管局長等が答弁する時
に議員の質問趣旨が分かっていないと適確に回答できない。そのために、担当
者は議員会館に赴き議員に法案のレクチャーをして質問項目を聞き取ることに
なるが16、中には質問通告をしない議員もいる。答弁する局長等には想定問答17
で説明することになるが、局長によっては改正法そのまま逐条での説明を内閣
16 証券取引法改正では①債券先物、②ディスクロージャー、③インサイダーと各課の所管
に応じて分担し、議員への説明・質問取りも分担した。①債券先物は金田勝年（前法務大
臣）、③インサイダー規制は宮沢洋一（自民党税制調査会長）、片山さつき（地方創生大臣）、
②ディスクロージャーは私が担当し揃って議員レクを行った。法案担当として優秀な彼ら
であり、議員対応・国会経験も踏まえて政治家として実のある活動を期待したい。
17 法案作成に当たっては、必ず質疑応答の想定問答集を作成する。担当者が上司の了解を
得て大蔵省地下の印刷所で複数部数印刷配布する。
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法制局審議並みに求められることもあった。
国会審議において証券取引法改正（証券局長）と消費税法制定（主税局長）
が並び上程されたことがあったが、質問は証券取引法に集中して（リクルート
問題の影響もあるかと思われる）、主税局長は十分な説明ができなかったこと
が不満だったようである。この時の水野主税局長が国税庁長官に発令され、次
の国税庁長官には角谷証券局長が発令された。水野長官は最後の視察に、角谷
長官は最初の視察に熊本国税局を選定された18。国会質疑は政治的判断もある
が、必ずしも重要なことが十分に審議されないこともあるのだろうか。
　法案審議は衆参両院の可決成立を持って終了する。この日は部内で軽く打上
げをすることもあるが、その日から政令、省令の作成が始まり完全に寛げる状
態ではない。これら政省令の作成が終わって初めて長い法案作成作業が完結す
る。
Ⅳ　おわりに
法案作成作業は国民の権利・義務関係に関わり、国の政策にも深く関わる業
務である。反面、実際の作業は家内工業的な地道なものであり、心身ともに過
酷なものである。その中で一字一句の間違いが許されない完璧なものを求めら
れる手作業である点は、伝統的建造物を作る宮大工と似ているようにも思われ
る。
前例を重んじ古い皮袋に新しい酒を入れるような旧態然としたところもある
が、前例のない新しい考え・制度も柔軟に取り入れるのも法律である。そして
成立すれば厳密な適用・執行が行われることから、一字一句に真剣に取り組ま
18 新旧国税庁長官が熊本国税局にこだわった理由の一つには、地元小売店社長（経済団体
の責任者でもある）が過去の売上税等の撤回から再度消費税の導入を強行した政府に抵抗
する意味から、消費税反対の垂幕を掲げ続けたことにある。当該小売店は元年４月の消費
税実施日から適正に事務処理を行っており、社長個人の意地の問題であったようである。
垂幕もしばらくして下りた。
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ねばならないと思う。
